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●ごあいさつ

大阪協栄信用組合 理事長 松　本　精　二

●当組合のあゆみ（沿革）

●経営理念

●事業方針

●組合員の推移

　みなさまには、日頃より格別の
ご愛顧お引き立てを賜わり、心か
ら御礼申し上げます。
　このたび、当組合の現況（平成
15年度第53期）をまとめましたの
で、ご理解を深めていただくため
の資料として、ご高覧賜わりたい
と存じます。
　大阪協栄信用組合は、地域のみ
なさまに本当にお役に立てる金融
機関をめざし、これまで以上に経
営の健全性と基盤強化に努めてま
いりますので、一層のご支援とご
指導のほど、心からお願い申し上
げます。

　地域におけるリテール金融機関としての自覚をもち、大手
金融機関がやれないスキマ金融に特化することによって中小
企業の経済的地位向上に貢献するなど、地域社会の潤滑油と
しての役割を果たす。

　　（4）　内部管理体制の強化

信組経営の精神に則って、そのルールにそい経営基盤の強化
と効率化による健全経営をすすめる。

　　（1）　経営基盤の安定強化

　　（2）　経営の健全性の確保

　　（3）　人的資源の確保と質的向上

■昭和 59年　6月 大阪協栄信用組合に改称

■平成 13年　6月 城東支店開設

■平成 14年 10月 西成支店移転

■昭和 28年　7月 扇橋支店開設

■昭和 38年 12月 住吉支店開設

■昭和 51年　3月 本部機構を日本橋の本店営業部から扇橋支店
に移転

■昭和 52年 12月 西成支店開設

■昭和 26年 12月 17日 理美容業者組合員の金融面の相互扶助を目的
として、協栄信用組合を設立

（単位：人）

平成14年度末 平成15年度末

10,747 12,001

1,026 1,124

11,773 13,125合 計

法 人

個 人

区　　　　　分

●事業の組織

●役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）

理　事　長　／ 松 本 精 二

常務理事　　／ 神 崎 正 人

理　　　事　／ 辻 本 和 正

理　　　事　／ 谷 村 寿 幸

理　　　事　／ 船 曳 真 吾

監　　　事　／ 西 川 昭

非常勤監事　／ 藤 田 善 嗣

（平成16年6月30日現在）

●平成15年度　経営環境・事業概況

　平成１５年のわが国経済は、引き続き好調なアメリカ経済や中国を中
心としたアジア経済の拡大に伴う輸出の増加により企業収益も緩やかな
改善に向かい、国内では大企業におけるリストラ効果の発揮や、昨年後
半からの株価の上昇及び一部地域における地価の下げ止まりから、資産
デフレからの脱却期待による全般的な景況感は改善方向にあります。
　然しながら中小企業においては、失業率が依然高い水準にとどまるな
か、その効果が十分浸透するには至らず、個人消費が慎重でもあり、実
体経済は強弱相まった状況であることに変わりはありません。
　金融面では、ペイオフ全面解禁を１７年４月に控え、金融機関の経営
安定化に向けて１６年度を最終年度とした「リレーションシップバンキ
ングの機能強化に関するアクションプログラム」に基づき、中小企業金
融の再生と金融機関の収益性・健全性向上に向けた取り組みを強く推し
進めてきた結果、不良債権処理にも一部の金融機関には山場を抜け出し
た感が見えてきました。
　このような環境下、当組はスキマ金融に特化することにより地域社会
の発展に役立つことを経営理念とした運営に徹した結果、次の業績を挙
げることが出来ました。
　預金・積金の期末残高は、１，２８０億円と安定した預金の確保に努
めた結果、前年比２０４億円増加し、１８．８％の伸びとなり、定期預
金に占める１０百万円以下の定期預金が９３．３％を維持することが出
来ました。
　貸出金の期末残高は、出来る限りお客様のご要望にお応えすべく努め
た結果、８８６億円と１６８億円増加し、２３．４％の伸びとなりまし
た。
　収益面におきましては、貸出金の積極的な運用と適正な預貸利鞘の確
保により、業務純益は１，８０７百万円、前年度比２８７百万円増加を
図ることが出来ました。しかしながら一方で不良債権の処理を大幅に前
倒しで進めた結果、当期純利益は前年度とほぼ同水準の３４６百万円と
なり、その結果、出資配当金につきましては、昨年度と同水準の０.８
％配当とさせていただくことになりました。
　金融機関の健全性の指標でもある自己資本比率は、６．５５％となり
前年度比＋０．２７％の改善、金融再生法に基づく不良債権比率は、
７．３７％となり前年比△５．１０％と大幅に改善することができ、健
全な体力を持った地域金融機関として今後も安定した経営を継続できるも
のと確信しております。



経理・経営内容

平成14年度 平成15年度 平成14年度 平成15年度

1,133,417 1,107,230 107,695,404 128,035,550

29,001,154 25,818,233 当 座 預 金 148,635 162,218

- - 普 通 預 金 5,812,053 6,026,980

全 信 組 連 短 期 資 金 - - 貯 蓄 預 金 - -

金 融 機 関 貸 付 金 - - 通 知 預 金 156,616 129,204

買 入 手 形 - - 定 期 預 金 100,880,876 121,122,161

コ ー ル ロ ー ン - - 定 期 積 金 536,620 521,942

買 現 先 勘 定 - - そ の 他 の 預 金 160,602 73,043

債券貸借取引支払保証金 - - - -

- - - -

- - 借 入 金 - -

- - 当 座 借 越 - -

商 品 国 債 - - 再 割 引 手 形 - -

商 品 地 方 債 - - 売 渡 手 形 - -

商 品 政 府 保 証 債 - - コ ー ル マ ネ ー - -

貸 付 商 品 債 券 - - 売 現 先 勘 定 - -

その他の商品有価 証券 - - 債券貸借取引受入担保金 - -

11,885,691 19,982,338 - -

国 債 8,238,159 14,588,625 - -

地 方 債 205,800 203,350 外 国 他 店 預 り - -

短 期 社 債 - - 外 国 他 店 借 - -

社 債 2,537,934 3,427,689 売 渡 外 国 為 替 - -

株 式 56,100 10,845 未 払 外 国 為 替 - -

そ の 他 の 証 券 847,698 1,751,828 1,223,947 1,529,168

貸 付 有 価 証 券 - - 未 決 済 為 替 借 16 638

71,800,726 88,634,721 未 払 費 用 580,515 769,390

割 引 手 形 110,009 109,109 給 付 補 て ん 備 金 719 974

手 形 貸 付 24,812,190 25,566,315 未 払 法 人 税 等 307,519 321,710

証 書 貸 付 46,860,802 62,941,914 前 受 収 益 241,712 241,409

当 座 貸 越 17,723 17,382 払 戻 未 済 金 10,094 109,917

- - 職 員 預 り 金 38,452 41,383

外 国 他 店 預 け - - 先 物 取 引 受 入 証 拠 金 - -

外 国 他 店 貸 - - 先 物 取 引 差 金 勘 定 - -

買 入 外 国 為 替 - - 借 入 商 品 債 券 - -

取 立 外 国 為 替 - - 借 入 有 価 証 券 - -

338,963 375,802 売 付 商 品 債 券 - -

未 決 済 為 替 貸 - - 売 付 債 券 - -

全 信 組 連 出 資 金 190,800 190,800 金 融 派 生 商 品 - -

商 工 中 金 出 資 金 7,500 7,500 繰 延 ヘ ッ ジ 利 益 - -

前 払 費 用 8,950 13,425 そ の 他 の 負 債 44,917 43,743

未 収 収 益 66,347 108,321 45,000 66,000

先 物 取 引 差 入 証 拠 金 - - 65,574 72,513

先 物 取 引 差 金 勘 定 - - 49,560 48,456

保 管 有 価 証 券 等 - -

金融先物取引責任準備金 - -金 融 派 生 商 品 - -

証 券 取 引 責 任 準 備 金 - -繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 - -

- -そ の 他 の 資 産 65,365 55,756

- -514,796 611,845

- -事 業 用 動 産 17,884 13,363

399,337 91,425事 業 用 不 動 産 230,448 331,673

109,478,824 129,843,114建 設 仮 勘 定 - -

出 資 金 4,712,884 6,013,427所 有 動 産 不 動 産 - -

普 通 出 資 金 4,215,000 5,200,025保 証 金 そ の 他 266,464 266,808

優 先 出 資 金 4,215,000 5,200,025377,401 534,011

優 先 出 資 払 込 金 - -- -

資 本 剰 余 金 111,939 120,213399,337 91,425

資 本 準 備 金 - -△ 1,259,780 △ 1,299,067

そ の 他 資 本 剰 余 金 111,939 120,213（うち個別貸倒引当金） (△984,848) （△902,284）

利 益 剰 余 金 360,978 666,077

利 益 準 備 金 - 37,000

特 別 積 立 金 - -

当 期 未 処 分 剰 余 金 360,978 629,077

当 期 純 利 益 360,978 346,890

土 地 再 評 価 差 額 金 - -

株 式 等 評 価 差 額 金 24,965 27,111

自 己 優 先 出 資 払 込 金 - -

自 己 優 先 出 資 - -

114,191,708 135,856,542 114,191,708 135,856,542

負 債 計

組 合 員 勘 定

合 計

特 別 法 上 の 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

債 務 保 証

外 国 為 替

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

預 金 積 金

譲 渡 性 預 金

借 用 金

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー

負債及び組合員勘定

債 務 保 証 見 返

貸 倒 引 当 金

合 計

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

再評価に係る繰延税金資産

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

預 け 金

金 融 機 関 貸 付 等

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託

●貸借対照表 （単位：千円）
資　　　産

現 金

退 職 引 当 金員役 慰 労
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貸付対照表の注記事項

１.

２.

３.

４.

５.

６.

７.

８.

９.

10.

11.

12.

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。尚、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表
示しております。

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。破産・特別清算等、法的に
経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先｣という）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者(以
下「実質破綻先」という）の債権については、下記直接減額後の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証によ
る回収見込額を控除し、その残額を計上しております。又、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る
可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額のうち債務者の支払い能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
上記以外の債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実
績率等に基づき引当てております。
全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、
その査定結果により上記の引当てを行っております。
尚、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収
が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込み額として債権額から直接減額しており、その金額は888百
万円であります。

有価証券の評価は、売買目的有価証券については、時価法、満期保有目的の債券については移動平均法による償却
原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証
券のうち時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算
定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。尚、その他有価
証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

動産不動産の減価償却は、定率法(但し、平成10年4月1日以後に取得した建物(建物付属設備を除く）については定
額法)を採用しております。尚、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　建物　　　　3年　～　65年
　　動産　　　　3年　～　20年

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

自社使用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間５年に基づく定額法により償却しておりま
す。

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する
額を計上しております。

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、必要額を計上しております。
尚、当組合は、複数事業主(信用組合等）により設立された企業年金制度(総合型厚生年金基金)を採用しておりま
す。当該企業年金制度における当組合の年金資産は1,421百万円となっております。

役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規による期末要支給額を計上しております。
なお、この引当金は、第5条の3の5に規定する引当金であります。

貸出金のうち、破綻先債権額は1,153百万円、延滞債権額は3,587百万円であります。
尚、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していること、その他の事由により元本又は利
息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。
以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号イか
らホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じいる貸出金であります。
又、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的
として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

貸出金のうち、３ケ月以上延滞債権額は25百万円であります。
尚、３ケ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３ケ月以上遅延している貸出金で破
綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は1,774百万円であります。
尚、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、
元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ケ月
以上延滞債権に該当しないものであります。
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13.

14. 動産・不動産の減価償却累計額は89百万円です。

15. 子会社の株式保有額は10百万円であります。

16. 子会社に対する金銭債権総額は494百万円であります。

17. 子会社に対する金銭債務総額は0百万円であります。

18. 子会社に対する債務保証予約額190百万円があります。

19.

20. 手形割引取引により取得した商業手形の額面金額は、109百万円であります。

21.

22. 出資１口当たりの純資産額は230円73銭であります。

23. 協同組合による金融事業に関する法律施行規則第5条の6の2第2号に規定されている時価を付したことにより増加し
た純資産は27百万円です。

担保に提供している資産は次のとおりであります。
　　為替決済保証金　　　　　　　預け金　　2,000百万円
　　全信組連保障基金機構　　　　預け金　　　211百万円

破綻先債権額、延滞債権額、３ケ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権の合計額は6,541百万円であります。
尚、(10)から(12)に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

貸借対照表に計上した動産不動産のほか、営業上必要な機器類車両等についてリース契約により使用しておりま
す。

24.

1

1

6

（イ）　売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。

（ロ）　満期保有目的の有価証券は以下のとおりです。

貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

う ち 損

（単位：百万円）

う ち 益

社 債 397 397 0 1

合 計 397 397 0 1

（ハ）　子会社の株式は非上場で時価はありません。

（二）　その他有価証券で時価のあるもの。

取 得 原 価
貸借対照表
計 上 額

評価差額

6債 券 17,785 17,822 36 42

6（ 国債） 14,589 14,588 0 5

0（地方債） 201 203 1 1

0（ 社債） 2,994 3,030 35 35

そ の 他 1,748 1,751 2 8

12合 計 19,534 19,573 39 51

有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには「国債」、「地方債」、「社債」、
「その他の証券」が含まれております。以下(27)迄同様であります。

　なお、上記の評価差額から繰延税金負債12百万円を差し引いた額27百万円が、「株式等評価差額金」
に含まれております。

25.

26.

売却 額 売 却 益 売 却 損

9,088 百万円 46 百万円 96 百万円

当期中に売却したその他有価証券は次のとおりです。

当期中に売却した満期保有目的の有価証券はありません。

う ち 損

（単位：百万円）

う ち 益
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27.

 　　　　　　　　内　　　容　　　　　　　　　　　　　　　　　貸借対照表計上額

　　　子会社・　子法人等株式及び関連法人等株式　　　　　　　

　　　　　子会社・　子法人等株式　　　　　　　　　　　　　　　　　10 百万円

　　　その他有価証券

　　　　　非上場株式(店頭売買株式を除く)　　　　　　　　　　　 　  0 百万円
28.

　　

１ 年 以 内 １ 年 超 ５ 年 超 １ ０ 年 超

５ 年 以 内 １０年以内

債 券 14,499 2,552 1,168 0

（ 国 債 ） 13,999 21 567 0

（地方債） 0 203 0 0

（ 社 債 ） 499 2,327 600 0

そ の 他 352 899 402 97

合 計 14,852 3,451 1,570 97

その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次
のとおりです。

時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりです。
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（単位：千円）
平成14年度 平成15年度

3,632,679 4,227,682

3,431,406 4,105,385

3,286,621 3,899,137

7,770 30,301

- -

全信組連短期資金利息 - -

金融機関貸付金利息 - -

買 入 手 形 利 息 - -
コ ールロ ーン 利息 - -
買 現 先 利 息 - -

債券貸借取引受入利息 - -

108,201 153,431

- -

28,812 22,514

37,961 50,395

6,121 6,659

31,840 43,736

150,396 44,561

- -

- -

142,904 40,402

3,659 215

- -

3,833 3,942

12,914 27,339

11,149 6,136

- -

1,765 21,203

3,088,913 3,744,594

1,001,595 1,104,377

1,000,887 1,102,233

- 1,378

- -

- -

- -

- -

708 765

4,871 4,858

1,203 1,162

3,668 3,696

44,017 96,185

- -

- -
41,179 96,163

2,731 20

- -

- -

106 2

1,021,588 1,065,719

712,538 721,692

299,964 336,818

9,085 7,208

1,016,839 1,473,452

334,050 39,286

197,839 729,076

453,311 611

- 1,185

- -

21,844 16,763

9,793 686,529

543,766 483,088

●損益計算書
科　　　　　　　目

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

預 け 金 利 息

金 融 機 関 貸 付 等 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

金利スワップ受入利息

そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益

受 入 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益

外 国 為 替 売 買 益

商 品 有 価 証 券 売 買 益

国 債 等 債 券 売 却 益

国 債 等 債 券 償 還 益

金 融 派 生 商 品 収 益

そ の 他 の 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

株 式 等 売 却 益

金 銭 の 信 託 運 用 益

そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

給付補てん備金繰入額

譲 渡 性 預 金 利 息

借 用 金 利 息

ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ･ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ 利 息

金 利 ｽ ﾜ ｯ ﾌ ﾟ 支 払 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用

支 払 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用

外 国 為 替 売 買 損

商 品 有 価 証 券 売 買 損

国 債 等 債 券 売 却 損

国 債 等 債 券 償 還 損

国 債 等 債 券 償 却

金 融 派 生 商 品 費 用

そ の 他 の 業 務 費 用

経 費

人 件 費

物 件 費

税 金

そ の 他 経 常 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 出 金 償 却

株 式 等 売 却 損

株 式 等 償 却

金 銭 の 信 託 運 用 損

そ の 他 資 産 償 却

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益

平成14年度 平成15年度

23,266 41,374

- -

23,069 41,332

- -

- -

197 41

17,740 4,964

8,217 4,964

- -

- -

- -

9,523 -

549,292 519,497

309,306 330,180

120,992 157,573

360,978 346,890

- 282,186

- -

360,978 629,077

科　　　　　　　目

特 別 利 益

動 産 不 動 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益

金融先物取引責任準備金取崩額

証券取引責任準備金取崩額

そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失

動 産 不 動 産 処 分 損

減 損 損 失

金融先物取引責任準備金繰入額

証券取引責任準備金繰入額

そ の 他 の 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 金

当 期 未 処 分 剰 余 金

経理・経営内容

　前期において区分掲記していた「税引前当期利益」（又は「税引

前当期損失」）及び「当期利益」（又は「当期損失」）は、当期からは

「税引前当期純利益」（又は「税引前当期純損失」）及び「当期純利

益」（又は「当期純損失」）として表示しております。

（注）

1.記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以

下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しておりま

す。

2.子会社との取引による収益総額は、　８百万円です。

4.協同組合による金融事業に関する法律施行規則別紙様式が「協

同組合による金融事業に関する法律施行規則の一部を改正する

内閣府令」（平成16年４月12日付内閣府令第43号）により改正され

たことに伴い、当期から次のとおり表示方法を変更しております。

　子会社との取引による費用総額は、５６百万円です。

3.出資１口当たりの当期純利益は、１４円１２銭です。
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経理・経営内容

（単位：千円）

平成14年度 平成15年度

資金運用収益 3,431,406 4,105,385

資金調達費用 1,001,595 1,104,377

2,429,811 3,001,008

役務取引等収益 37,961 50,395

役務取引等費用 4,871 4,858

33,090 45,537

その他業務収益 150,396 44,561

その他業務費用 44,017 96,185

106,379 △ 51,624

2,569,279 2,994,921

2.53% 2.44%

●粗利益

科　　　　　　目

資金運用収支

役務取引等収支

その他業務収支

業務粗利益

業務粗利益率

（注）1．業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×100

（単位：千円）

平成14年度 平成15年度

712,538 721,692

報酬給料手当 541,021 573,396

退職給付費用 46,160 57,996

その他 125,357 90,299

299,964 336,818

事務費 98,637 118,126

動産不動産費 84,045 81,761

事業費 39,528 40,576

人事厚生費 5,700 6,535

動産不動産償却 12,948 11,972

その他 59,104 77,845

9,085 7,208

1,021,588 1,065,719

●経費の内訳

項　　　　　　目

人件費

物件費

税金

経費合計

（単位：千円）

平成14年度 平成15年度

37,961 50,395

受入為替手数料 6,121 6,659

その他の受入手数料 31,840 43,736

その他の役務取引等収益 - -

4,871 4,858

支払為替手数料 1,203 1,162

その他の支払手数料 1,958 2,197

その他の役務取引等費用 1,709 1,499

（単位：千円）

平成14年度 平成15年度

875,025 673,979

125,348 102,781

（単位：千円）

平成14年度 平成15年度

1,520,685 1,807,351

●役務取引の状況
科　　　　　　目

役務取引等収益

役務取引等費用

●受取利息および支払利息の増減

項　　　　　　目

業務純益

項　　　　　　目

受取利息の増減

支払利息の増減

●業務純益

●剰余金処分計算書 （単位：千円）

平成14年度 平成15年度

360,978 629,077

- -

78,791 84,774

利益準備金 37,000 35,000

普通出資に対する配当金 27,791 35,474

（年 0.8 ％の割合） （年 0.8 ％の割合）

優先出資に対する配当金 - -

（　円につき　円の割合）（　円につき　円の割合）

事業の利用分量に対する配当金 - -

（　円につき　円の割合）（　円につき　円の割合）

役員賞与金 14,000 14,300

特別積立金 - -

退職給与積立金 - -

282,186 544,302

科　　　　　　目

当期未処分剰余金

積立金取崩額

剰余金処分額

次期繰越金

●自己資本の充実の状況
（単位：千円）

平成14年度 平成15年度

4,215,000 5,200,025

- -

- -

- -

111,939 120,213

37,000 72,000

- -

282,186 544,302

- -

- -

- -

- -

- -

(A) 4,646,126 5,936,541

274,932 396,782

- -

- -

- -

平成14年度 平成15年度

- -

(B) 274,932 396,782

(A+B)=(C) 4,921,059 6,333,324

(△) - -

(D) - -

(C)-(D)=(E) 4,921,059 6,333,324

77,843,590 96,460,993

399,337 91,425

(F) 78,242,928 96,552,419

(A/F) 5.93% 6.14%

(E/F) 6.28% 6.55%

項　　　　　　目

出資金

非累積的永久優先出資金

優先出資払込金

資本準備金

その他資本剰余金

利益準備金

特別積立金

次期繰越金

その他

その他有価証券の評価差損

自己優先出資払込金

自己優先出資

営業権相当額

基本的項目

土地の再評価額と再評価の直前の
-帳簿価額の差額の45％に相当する額

一般貸倒引当金

負債性資本調達手段等

-

負債性資本調達手段

期限付劣後債務及び期限付優先出資

項　　　　　　目

補完的項目不算入額

補完的項目

自己資本総額

他の金融機関の資本調達
-手段の意図的な保有相当額 -

負債性資本調達手段
-及びこれに準ずるもの

期限付劣後債務及び期限付優先出資
-並びにこれらに準ずるもの

-

-

控除項目不算入額

控除項目計

自己資本額

資産（オン・バランス）項目

（注）金融庁・財務省告示に定められた算式に基づいて算出したものです。

オフ・バランス取引項目

リスク・アセット等計

T i e r １ 比率

自己資本比率
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経理・経営内容

●主要な経営指標の推移

区　　　　　分

経 常 収 益 2,301,922 2,369,781 2,736,118 3,632,679 4,227,682

経 常 利 益 △ 764,181 △ 447,213 121,072 543,766 483,088

当 期 純 利 益 △ 408,693 39,077 643 360,978 346,890

預 金 積 金 残 高 52,813,077 63,629,502 87,924,669 107,695,404 128,035,550

貸 出 金 残 高 38,312,682 39,911,909 57,544,770 71,800,726 88,634,721

有 価 証 券 残 高 6,828,950 5,428,855 5,262,063 11,885,691 19,982,338

総 資 産 額 56,447,209 67,397,581 92,232,668 114,191,708 135,856,542

純 資 産 額 2,372,711 2,325,778 2,730,533 4,712,884 6,013,427

自 己 資 本 比 率 （ 単 体） 6.04 ％ 5.25 ％ 4.50 ％ 6.28 ％ 6.55 ％

出 資 総 額 2,929,767 2,413,325 2,884,347 4,215,000 5,200,025

出 資 総 口 数 14,648,835口 12,066,625 口 14,421,738 口 21,075,003 口 26,000,129 口

出 資 に 対 す る 配 当 金 0 0 0 27,791 35,474

職 員 数 55人 78 人 74 人 77 人 85 人

（注） 残高計数は期末日現在のものです。

（単位：千円）

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

●資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

年度

14年度 101,386百万円 3,431,406千円 3.38 ％

15年度 122,427 4,105,385 3.35

う ち14年度 64,816 3,286,621 5.07

貸 出 金 15年度 78,548 3,899,137 4.96

う ち14年度 26,871 7,770 0.02

預 け 金 15年度 33,228 30,301 0.09

う ち14年度 - - -
金 融 機 関 貸 付 等

15年度 - - -

う ち14年度 7,029 108,201 1.53

有 価 証 券 15年度 9,041 153,431 1.70

14年度 96,797 1,001,595 1.03

15年度 116,290 1,104,377 0.95

う ち14年度 96,762 1,000,887 1.03

預 金 積 金 15年度 116,251 1,103,612 0.95

う ち14年度 - - -

譲 渡 性 預 金 15年度 - - -

う ち14年度 - - -

借 用 金 15年度 - - -

科　　　　目科　　　　目 平均残高 利　　　息 利　回　り

資 金 運 用

勘 定

資 金 調 達

勘 定

●総資金利鞘等

（ａ）

（ｂ）

●預貸率および預証率

（単位：％）

区　　　　　　分 平成1４年度 平成1５年度

資 金 運 用 利 回 3.38 3.35

資 金 調 達 原 価 率 2.03 1.86

資 金 利 鞘 （ａ－ｂ） 1.35 1.49

●有価証券、金銭の信託等の取得価格または契約価格、時価及び評価損益

（単位：百万円）

項　　　　　　　目項　　　　　　　目
取得価格
または契約価格

時　　価 評価損益

有 価 証 券
14年度末 11,852 11,885 32

15年度末 19,943 19,982 39

金 銭 の 信 託
14年度末 - - -

15年度末 - - -

デリバティブ等商品
14年度末 - - -

15年度末 - - -

（注）1.「時価」は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計
　　　審議会：平成11年1月22日）に定める時価に基づいて表示しております。なお、
　　　時価のないものについては、帳簿価格で表示しております。

2.デリバティブ等商品とは、預金等と協同組合による金融事業に関する法律
　施行規則第5条の7第1項第5号に掲げる取引（金融先物取引、金融等デリバ
　ティブ取引、先物外国為替取引、有価証券デリバティブ取引等）を組合せ
　た商品です。

（単位：％）

区　　　　　　分 平成14年度 平成15年度

預 貸 率
（期　　末） 66.67 69.22

（期中平均） 66.98 67.56

預 証 率
（期　　末） 11.03 15.60

（期中平均） 7.26 7.77

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（14年度13百万円、15年度9百万円）
　　　を控除して表示しております。

●総資産利益率

●先物取引の時価情報

該当事項なし

（単位：％）

区　　　　　　分区　　　　　　分 平成14年度 平成15年度

総 資 産 経 常 利 益 率 0.53 0.39

総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.35 0.28

（注）総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益／総資産（債務保証見
　　　返を除く）平均残高×100

●オフバランス取引の状況

該当事項なし
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経理・経営内容

●その他業務収益の内訳 ●１店舗当りの預金および貸出金残高

●職員１人当りの預金および貸出金残高

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

職 員 １ 人 当 り の 預 金 残 高 1,282 1,391

職 員 １ 人 当 り の 貸 出 金 残 高 854 963

（単位：百万円）

区　　　　　　分 平成14年度末 平成15年度末

１ 店 舗 当 り の 貸 出 金 残 高 14,360 17,726

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

区　　　　　　分 平成14年度末 平成15年度末

１ 店 舗 当 り の 預 金 残 高 21,539 25,607

そ の 他 業 務 収 益 合 計 150 44

（単位：百万円）

金 融 派 生 商 品 収 益 - -

そ の 他 の 業 務 収 益 3 3

国 債 等 債 券 売 却 益 142 40

国 債 等 債 券 償 還 益 3 0

外 国 為 替 売 買 益 - -

商 品 有 価 証 券 売 買 益 - -

（単位：百万円）

項　　　　　　　目 平成14年度 平成15年度

●預金種目別平均残高

●財形貯蓄残高

●預金者別預金残高（単位：百万円、％）

種　　　　　目
平成14年度 平成15年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

5.5

定 期 性 預 金 90,410 93.4 109,899 94.5

流 動 性 預 金 6,351 6.5 6,352

-

そ の 他 の 預 金 - - - -

譲 渡 性 預 金 - - -

100.0

（単位：百万円）

合 計 96,762 100.0 116,251

該当事項なし

（単位：百万円、％）

区　　　　　分
平成14年度末 平成15年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

93.4

法 人 7,673 7.1 8,374 6.5

個 人 100,021 92.9 119,660

6.5

金 融 機 関 20 0.0 20 0.0

一 般 法 人 7,560 7.0 8,353

0.0

合 計 107,695 100.0 128,035 100.0

公 金 93 0.1 1

資　金　調　達

資　金　運　用

●貸出金種類別平均残高

●有価証券種類別平均残高

●貸倒引当金の内訳

（単位：百万円、％）

科　　　　　　目
平成14年度 平成15年度

金　　額 構成比 金　　額 構成比

0.1

手 形 貸 付 23,325 36.0 23,414 29.8

割 引 手 形 221 0.3 89

証 書 貸 付 41,250 63.6 55,025

当 座 貸 越 19 0.0 17

64,816 100.0 78,548

70.0

0.0

100.0

（単位：百万円、％）

区　　　　　　分
平成14年度 平成15年度

金　　額 構成比 金　　額 構成比

合 計

30.1

地 方 債 202 2.9 201 2.2

国 債 1,588 22.6 2,720

-

社 債 4,200 59.7 3,196 35.4

短 期 社 債 - - -

0.2

そ の 他 の 証 券 751 10.7 2,904 32.1

株 式 287 4.1 17

-

合 計 7,029 100.0 9,041 100.0

貸 付 有 価 証 券 - - -

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

（単位：百万円）

項　　　　　　目
平成14年度 平成15年度

期末残高 増減額 期末残高 増減額

121

個 別 貸 倒 引 当 金 984 172 902 △82

一 般 貸 倒 引 当 金 274 76 396

貸 倒 引 当 金 合 計 1,259 249 1,299 39

（注）当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係る引当は
      行っておりません。

●貸出金担保別残高

●消費者ローン・住宅ローン残高

●貸出金使途別残高

（単位：百万円、％）

区　　　　　　分
平成14年度末 平成15年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

2.2

有 価 証 券 23 0.0 0 0.0

当 組 合 預 金 積 金 1,871 2.6 1,963

-

不 動 産 48,900 68.1 63,127 71.2

動 産 - - -

-

小 計 50,795 70.7 65,117 73.4

そ の 他 - - -

0.2

保 証 20,143 28.1 22,787 25.7

信用 保 証 協 会・信 用 保 険 149 0.2 143

0.7

合 計 71,800 100.0 88,634 100.0

信 用 712 1.0 586

（単位：百万円、％）

区　　　　　　分
平成14年度末 平成15年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

消 費 者 ロ ー ン 36 7.1 18

住 宅 ロ ー ン 471 92.9 391

507 100.0 409

4.4

95.6

100.0

（単位：百万円、％）

区　　　　　　分
平成14年度末 平成15年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

合 計

44.0

設 備 資 金 34,393 47.9 49,662 56.0

運 転 資 金 37,407 52.1 38,971

100.0合 計 71,800 100.0 88,634
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資　金　運　用

●貸出金業種別残高・構成比

0.3359 0.5 282

2.5

合 計 71,800 100.0 88,634 100.0

個人（住宅・消費・納税資金等） 864 1.2 2,225

-

雇用・能 力 開 発 機 構 等 - - - -

地 方 公 共 団 体 - - -

-

小 計 70,936 98.8 86,409 97.5

そ の 他 の 産 業 - - -

62.9

各 種 サ ー ビ ス 13,033 18.2 18,901 21.3

不 動 産 業 43,223 60.2 55,774

1,776 2.0

金 融 ・ 保 険 業 6,291 8.8 5,526 6.2

運 輸 業

卸 売 ・ 小 売 業 3,976 5.5

0.4

情 報 通 信 業 - - - -

電気・ガス・熱供給・水道業 325 0.5 312

-

建 設 業 3,185 4.4 3,603 4.1

鉱 業 - - -

-

漁 業 - - - -

林 業 - - -

0.3

農 業 - - - -

製 造 業 542 0.8 230

（単位：百万円、％）

業　　種　　別
平成14年度末 平成15年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

●リスク管理債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）

1,145 85.6

平成15年度 6,541 4,909 1,075 91.5
合 計

平成14年度 8,896 6,471

- 67.7

平成15年度 1,774 1,144 171 74.1
貸出条件緩和債権

平成14年度 3,264 2,212

25 22 2 97.1

2,762 729 97.3

３か月以上延滞債権
平成14年度 - - - -

平成15年度

173 100.0

延 滞 債 権
平成14年度 4,613 3,438 948 95.0

平成15年度 3,587

（Ｂ＋Ｃ）／Ａ

破 綻 先 債 権
平成14年度 1,019 821 197 100.0

平成15年度 1,153 980

区　　　　分
残 高 担保・保証額 貸倒引当金 保全率（％）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

●貸出金償却額 （単位：百万円）

項　　　　　　目 平成14年度 平成15年度

貸 出 金 償 却 額 282 729

（注）1．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続
          していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の
          見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償
          却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）
          のうち、法人税法施行令第96条第1項第3号のイ．会社更生法等の規
          定による更生手続開始の申立てがあった債務者、ロ．民事再生法の
          規定による再生手続開始の申立てがあった債務者、ハ．破産法の規
          定による破産の申立てがあった債務者、ニ．商法の規定による整理
          開始又は特別清算開始の申立てがあった債務者、ホ．手形交換所の
          取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。
      2．「延滞債権」とは、上記1．および債務者の経営再建又は支援（以下
         「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを
          猶予したもの以外の未収利息不計上貸出金です。
      3．「3か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の
          翌日から3か月以上延滞している貸出金（上記1．および2．を除く）
          です。
      4．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的
          として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄
          その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記1．～3．
          を除く）です。
      5．「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額
          及び保証による回収が可能と認められる額です。
      6．「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対
          して引き当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金
          等に対する貸倒引当金は含まれておりません。

●金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）

区　　　分 債権額

(A)

担保・
保証等
(B)

貸倒引当金

(C)

保全額

(D)=(B)+(C)

保全率

(D)/(A)

貸倒引当
金引当率
(C)/(A-B)

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

平成14年度 1,786 1,469

平成15年度 2,086 1,802

318 1,788 100.00 100.0

284 2,086 100.00 100.0

危 険 債 権
3,964 2,776

2,660 1,946

827 3,603 90.90 69.6

618 2,564 96.40 86.5

要 管 理債権
3,264 2,212

1,800 1,167

- 2,212 67.70 -

173 1,340 74.40 27.4

不 良 債権計
9,014 6,457

6,548 4,916

1,145 7,603 84.30 44.7

1,075 5,992 91.50 65.9

正 常 債 権
63,238

82,264

合 計
72,252

88,812

平成14年度

平成15年度

平成14年度

平成15年度

平成14年度

平成15年度

平成14年度

平成15年度

平成14年度

平成15年度

（注）1.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手
         続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに
         準ずる債権です。
      2.「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状
         態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取
         りができない可能性の高い債権です。
      3.「要管理債権」とは、「3か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に
         該当する貸出債権です。
      4.「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、
        「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」
         以外の債権です。
      5.「担保・保証等(B)」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込
         額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
      6.「貸倒引当金(C)」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸
         倒引当金です。

　経営の健全性及び公共的使命や社会的責任が求められる金融環境下にあっ
て、当組として、リスク管理並びに法令遵守は経営の重要課題の一つとして
認識し、平成１１年３月に発足した役員・部長で構成する経営対策委員会を
発展的に解消し、新たにリスク管理委員会を設け、管理体制整備、リスク管
理向上等にに取り組んでおります。

●リスク管理体制・法令遵守体制

経営方針・施策に信用リスク・流動性リスク・事務リスク等、各種リスク
管理を折り込み組織内で周知徹底を図っています。信用リスク管理につい
ては、審査部が業務推進部門と分離し、客観的かつ厳正なる審査並びに事
後管理を行いリスク回避に努めています。流動性リスク管理については経
営会議においてＡＬＭの審議や緊急時の対応策の協議を行いリスク回避に
努めています。事務リスク管理については、検査部が事務手続の遵守状況
に加え、内部管理体制が適性に機能しているかを検査し、ミス、トラブル
・事故防止に努めています。また自己査定を主管し、相互牽制機能を活か
せた査定体制のもと厳正なる自己査定を実施しています。

【リスク管理体制】

【法令遵守体制】

当組では社会的規範の遵守、すなわち「コンプライアンス」の徹底を期す
ため、役職員としてあるべき行為、規範を平易に解説した「行動規範」・
「信用組合の社会的責任とコンプライアンス」を制定し、全職員に配布す
るとともに各本支店で研修を実施いたしました。今後、コンプライアンス
体制を組織的に整備、研修の継続実施、検査部監査の実施等法令遵守に関
する事前・事後チェック機能の充実と強化に努めてまいります。
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そ　の　他　業　務

●代理貸付残高の内訳
（単位：百万円）

合 計 399 91

独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構 - -

そ の 他 - -

年 金 資 金 運 用 基 金 - -

独立行政法人 雇用・能力開発機構 - -

国 民 生 活 金 融 公 庫 2 1

住 宅 金 融 公 庫 - -

39

中 小 企 業 金 融 公 庫 75 18

商 工 組 合 中 央 金 庫 162

区　　　　　分 平成14年度末 平成15年度末

全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会 158 31

●外国為替取扱高
（単位：千ドル）

該当事項なし

●外貨建資産残高
（単位：千ドル）

該当事項なし

●公共債引受額
（単位：百万円）

国 債 66 92

（注）地方債、政府保証債は取り扱っておりません。

項　　　　　　　目 平成14年度 平成15年度

●公共債窓販実績
（単位：百万円）

該当事項なし

国　際　業　務 証　券　業　務

平成15年度末公庫・事業団等別貸出残高構成比

％

％

％

％

％

％

％

％

％

■独立行政法人 福祉医療機構 -

■その他 -

■年金資金運用基金 -

■独立行政法人 雇用・能力開発機構 -

■国民生活金融公庫 1.8

■住宅金融公庫 -

■商工組合中央金庫 43.6

■中小企業金融公庫 20.3

■全国信用協同組合連合会 34.3
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そ　の　他　業　務

●手数料一覧

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

当座預金 小切手帳 円

約束手形帳 円

マル専口座取扱手数料 円

マル専手形 円

自己宛小切手 円

通帳証書等再発行 円

円

円

円

保護函 　　　（年間） 円

担保物件が１箇所のとき 円

担保物件が２箇所以上のとき 円

円10,500　（不動産業者の販売用不動産の抹消時１物件ごとに）

不動産担保事務手数料　（融資１案件につき）

52,500

31,500

6,300

その他証明書 １通 420

融資証明書 １通 420

証明書発行手数料 残高証明書 １通 420

1,050１件

（１枚につき） 1,050

525１件

１冊（50枚） 1,050

（割賦販売通知書１枚） 6,300

種　　　　　　　　　　　　類 料　　　金

１冊（50枚） 630

そ
の
他

振込・送金・取立手形の組戻料

不渡手形返却料 1,050 1,050

取立手形店頭呈示料

420 420

その他地域
至急扱 1,050 1,050

普通扱 840 840

0 0

他店宛 0 0代
金
取
立

本 支 店
自店宛

他　行

同一交換所における手形

１万円以上３万円未満 630 630

840 840

840 840

630 630

630 630

630 630

210 210

３万円以上 420 420

210 210

３万円以上 420 420

他
店
宛

３万円未満

他　行

電
信
扱

１万円未満

３万円以上

文
書
扱

１万円未満

３万円以上

１万円以上３万円未満

不動産担保事務手数料　（融資１案件につき）

（平成16年3月31日現在）

種　　　　　　　　　　　　類 組　合　員 一般(組合員外)

振
　
　
込

当 組 合
本 支 店

自
店
宛

３万円未満

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第5条の5に規定する「特
  定信用組合」に該当しておりません。

●法定監査の状況

●内国為替取扱実績

代 金 取 立
他 の 金 融 機 関 向 け

15,520

1,190 1,846

5,839
送 金 ・ 振 込

他 の 金 融 機 関 向 け 73,298

66,886

779 1,296

他 の 金 融 機 関 か ら 48 158 22 35

5,671 60,199

他 の 金 融 機 関 か ら 11,941 67,944

（単位：百万円）

区　　　　分
平成14年度末 平成15年度末

件　　数金　　額件　　数 金　　額

●主要な事業の内容

A．預金業務

（イ）預　金

　　　当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、
      等を取扱っております。

B．貸出業務

（イ）貸　付

　　　手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱っております。

（ロ）手形の割引

　　　銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引を取扱っておりま
      す。

C．商品有価証券売買業務

　　取扱っておりません。

I．附帯業務

（イ）債務の保証業務

（ロ）有価証券の貸付業務

（ハ）国債等の引受け

（ニ）代理業務

　　（a）全国信用協同組合連合会、国民生活金融公庫、中小企業金融公
         庫、商工組合中央金庫等の代理貸付業務

　　（b）勤労者退職金共済機構等の代理店業務

（ホ）地方公共団体の公金取扱業務

（ヘ）株式払込金の受入代理業務

（ト）保護預り及び保護函業務

E．内国為替業務

　　振込及び代金取立等を取扱っております。

F．外国為替業務

　　取扱っておりません。

G．社債受託及び登録業務

　　取扱っておりません。

H．金融先物取引等の受託等業務

　　取扱っておりません。

D．有価証券投資業務

　　預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株式、その
    他の証券に投資しております。

（ロ）譲渡性預金

　　　取扱っておりません。
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●店舗一覧表（事務所の名称・所在地）

店　　　　名 電　　話

本 部 06-6351-7531

本 店 営 業 部 06-6644-6321

扇 橋 支 店 06-6351-8171

住 吉 支 店 06-6674-3681

西 成 支 店 06-6657-1181

城 東 支 店 06-6935-5544

●地区一覧

大阪市 東大阪市 八尾市 柏原市 守口市

門真市 大東市 四條畷市 寝屋川市 枚方市

交野市 堺市 松原市 藤井寺市 羽曳野市

泉大津市 高石市 和泉市 岸和田市 豊中市

吹田市 高槻市 茨木市 摂津市 池田市

箕面市 三島郡 豊能郡 泉北郡

（平成16年5月31日現在）

〒559-0004　　大阪市住之江区住江１丁目４番２７号

〒557-0041　　大阪市西成区岸里３丁目４番１２号

〒536-0001　　大阪市城東区古市１丁目７番１３号

住　　　　　所

〒530-0041　　大阪市北区天神橋３丁目８番１２号

〒542-0073　　大阪市中央区日本橋２丁目７番１０号

〒530-0041　　大阪市北区天神橋３丁目８番１２号
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